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総務教育常任委員会 行政調査報告書 

 

本委員会は行政調査を行ったので、日南町議会会議規則第７７条の規定により次

のとおり報告する。 

 

平成２８年９月３０日 

 

日南町議会総務教育常任委員会 

委員長 山本 芳昭 

 

日南町議会議長 村上 正広 様 

 

記 

 

１．調査期日 平成２８年７月２７日から２８日（２日間） 

 

２．調査場所 宮城県石巻市 

 

３．調査事項 

・東日本大震災の被害状況と今後の防災対策について 

・避難場所として体育館等の公共施設を利用する際の課題について 

・議会の災害時の対応について 

主に以上 3事項について行政調査を行った。 

 

４．調査概要 

人口 16万人の石巻市における東日本大震災の被害状況であるが、死者数 3,178名。

行方不明者数 422名。避難者数は最大時 50,758名。被災住宅は全壊 20,038棟。半壊

13,046棟。一部損壊 23,615棟に達し、想像を絶する被害に見舞われた。 

大震災後、防災対策として「守る・逃げる・伝える」を念頭に置いた津波避難体制

の整備を進めている。 

「守る」とは津波対策として二線堤防、百数十年の頻度で発生する津波にも耐える

高さの防潮堤、河川堤防の整備。災害用備蓄品の整備などをおこなう事。 

「逃げる」とは津波避難ビルの指定、津波避難タワーの整備。高台避難道路の整備

などをおこなう事。 

「伝える」とは PC・スマホ・タブレットなどから災害に関する情報を確認できる配

信システムの導入。また衛星電話を孤立集落、総合支所等に設置し、PHS 電話を学校

に整備。また防災ラジオ、緊急速報メール等、災害情報伝達手段の多層化なども行っ
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ている。 

避難場所として体育館等公共施設を利用する際の課題であるが、収まりきれない数

の避難者があり、避難所の運営主体、毛布や食料の手配、避難者名簿や安否確認、避

難行動要支援者支援等々従来の避難所運営マニュアルでは対応できなかった。 

大震災後の取り組みとして、避難所は複数の場所を想定し、災害時の協力体制構築

のため地域防災連絡会を設置。要支援者名簿は行政区、町内会で作成し介護施設とも

協定を結んでいる。食料や水、簡易トイレも備蓄しているが、さらに民間業者とも協

定を結んでいる。体育館等を避難所とした場合、電気の大切さを痛感したとして太陽

光発電施設と蓄電池を設置している。 

議会の災害時の対応であるが平成 23年 3月 25日市当局が出来る限り災害対策に専

念するため「石巻市議会東日本大震災対策会議」を設置。会派及び議員個人から市当

局への要望は緊急の場合を除き対策会議に提出することを申し合わせた。 

平成 25 年 10 月 28 日市内で大規模な災害が発生した場合、議会及び議員がとるべ

き基本姿勢として「石巻市議会災害対応指針」を策定。また、市当局の災害対策本部

と連携して災害対応にあたるため、「石巻市議会災害対策会議設置要綱」を定めてい

る。 

平成 26 年 4 月 1 日「石巻市防災基本条例」を制定し災害に強いまちづくりを目指

している。 

翌日、語り部タクシーで震災後の石巻市内を視察。地震発生後 5年を経過し、堤防

や道路工事等盛んに公共事業が実施されており徐々に復興が進んでいる印象であっ

た。大規模な水産物地方卸市場の建物はすでに完成していたが、顧客は大震災前の６

から７割程度しか帰っていないとのことであった。このあたりに目に見えない影響が

感じられた。 

全校生徒 108名中 74名の児童と 10名の教員が亡くなった大川小学校を訪ねた。元

教員で大川小学校に通う娘を亡くされた方が「山の方の学校も皆避難していた、なぜ

避難しなかったのかと思うが、子供たちを守れなかった無念さを抱え先生達も亡くな

ったと思う。」と言う言葉に目頭が熱くなった。 

 

５．考察 

災害発生時において最も強調されたのは「とにかく避難」する事であった。本町で

もすでに自治会毎に防災マップなど防災計画の作製に取り組んでいるが、避難所を複

数想定し繰り返し訓練を行い、問題点を見直す事が重要である。避難所として体育館、

学校等を利用する場合、施設の運営責任者、住民や要支援者の名簿作成、安否確認を

誰が行うのかなどの体制整備が必要である。また、電気の重要さを指摘された。今後

整備される施設においては太陽光発電と蓄電池の設置を検討すべきである。 

災害時の議会の対応であるが、日南町議会「災害対応指針」や「災害対策会議設置

要綱」の策定を検討すべきだと考える。 

以上 
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経済福祉常任委員会 行政調査報告書 

 

本委員会は行政調査を行ったので、日南町議会会議規則第７７条の規定により次

のとおり報告する。 

 

平成２８年９月３０日 

 

日南町議会経済福祉常任委員会 

委員長 久代 安敏 

 

日南町議会議長 村上 正広 様 

 

記 

 

１．調査期日 平成２８年７月２７日から２８日（２日間） 

 

２．調査場所 長野県長和町及び青木村 

 

３．調査概要 

（１）長野県長和町 ｢農業振興について｣ 

長野県のほぼ中央に位置する長和町の「山村再生プロジェクト」は、同町と東京

農業大学が共同で行っているもので、交流が始まってからすでに 20年以上が経過し

ている。 

とりわけ平成 23 年度からは大学と町との独自の共同プロジェクトとして継続的

に実施している。その目的は、遊休荒廃農地の活用と地域伝統文化の再生を通して

地域再生・活性化の総合プランナーの育成を目指すものである。 

町は、東京農業大学教育支援協議会を設置し支援体制を作り、連携協力に関する

協定を締結し、東京農大との連携を町づくりに活かすために役場各課から 15人で構

成する長和町東京農業大学ワーキンググループを設置して、学生からの提案事項の

検討や意見交換を行う体制を作っている。 

これまでの主な取り組みとして、地域住民と協同作業による遊休荒廃地を復旧し

ての野菜や水稲、果樹、ビオトープづくりやエゴマ、キヌアなどの試験栽培、植林

や森林作業、地域の伝統行事やボランティア活動、「郷土カルタ」づくりなどをして

いる。また、開発した特産品を農大収穫祭で販売するなど波及効果も生まれている。 

町は、学生の宿泊費の補助、特産品開発委託、ふるさと納税を財源とした炭焼き

窯新設や消耗品購入、地元指導者との調整などを行ない、毎月 2泊 3日の日程で 20

～30名の学生が来町し、これまでに延べ 5,000人を超える学生が来町している。 
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農事組合法人が生産から加工販売まで一貫して取り組む「信濃霧山ダッタンそば」

は、高冷地という立地条件を活かし、平成 17 年から標高 800ｍ～1,400ｍ地帯で栽

培を行い、現在では 37ha、40ｔ(平均反収 100㎏以上)と年々耕作面積を広げて、遊

休荒廃地の解消と地域の活性化へ向けて積極的に取り組んでいる。 

ダッタンそばは、もともと北海道でしか作付されていなかった品種で苦みが強く

『苦そば』と呼ばれ食用には適さないそばだと思われていたが、当時農業委員を務

めていた現組合事務局長が、新規作物の一つにと試験栽培したところ他の地域とは

異なる苦味がほとんどなく食用にも適し、ポリフェノール(ルチン)が通常の 100倍

というそばが生まれた。 

平成 19年、ダッタンそばの共同生産と特産品開発研究、高付加価値農業の展開と

地場産業の振興をすすめるために「信濃霧山ダッタンそば生産組合」を設立。平成

22年、町がダッタンそばの加工直販施設を建設し、指定管理者として生産組合に運

営を委託。生産組合は 6次産業化の認定を受け、ダッタンそばの多様な加工を行い、

(焙煎ダッタンそば、クッキー、パウンドケーキ、パン、ソフトクリーム、チーズタ

ルト、生パスタなど)平成 26年 10月に完成したダッタンそば専門のレストランで営

業販売している。 

 

（２）長野県青木村 「子育て支援策」 

長野県は、日本一住みたい「村」ランキングベスト 10に 7つの村が入っている。

(2016年)それは、独自行政で築く、高い総合力に起因している。 

ランキング１位の青木村(面積 52㎢人口 4,559人)は、「村の子供は村で育てる」

を合い言葉にし、保小中一貫教育で保育園も教育委員会の所管としている。 

次世代育成支援行動計画「あおきっこはぐくみプラン」を基本に「子育てサポー

ター倶楽部」での議論や実践、「あおきっ子教育ポイント５か条」を共通認識として、

結婚相談、不妊・不育治療補助、出産祝い金、医療費補助（高校卒業まで）、チャイ

ルドシート購入補助、保育料軽減制度、小中学校でのインクルーシブ教育、高校生

通学定期券補助、奨学金貸与などを実施し、子育て、子育ちを支援し、切れ目のな

い少子化対策事業を行っている。 

 

（３）長野県青木村 「道の駅あおき」 

「道の駅あおき」は閉店したパチンコ店を改修して平成 16年にオープンした農産

物直売所をベースに、翌 17年に道の駅を開設している。その後、食堂施設、農産物

加工施設が整備され、平成 27年には、隣接地にヘリポートなど防災機能を有した多

目的な公園「ふるさと公園あおき」を整備している。 

地方創生拠点機能はゲートウエイ型として体験・交流学習、特産品の開発・継承

および高齢者宅配サービス等の拠点機能を新設、拡充、ドクターヘリによる救命緊

急患者搬送拠点、大規模災害時での自衛隊等の参集可能な防災拠点としての機能の

強化をコンセプトとして、平成 27年に国の重点道の駅に選定され、道の駅あおき高
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機能拠点化プロジェクトがスタートしている。既存施設の改築・拡充を中心とした

道の駅施設の充実と高機能な拠点施設化のリニューアルを目指している。 

管理・運営は、指定管理者の「（株）道の駅あおき」が行っているが、平成 27年

度の実績は、直売所 1億 4500万円、食堂 2800万円の売上となっている。 

今後、観光事業、惣菜事業、直営農場事業などに取り組み拡充することによって、

農業生産の振興と地域の活性化を進めるとともに地域の雇用を創出することを目指

している。 

 

４．考察 

農業先進地である長野県の長和町、青木村ともに、首都圏から約 2時間という交

通アクセスの優位性はあるが、遊休荒廃農地対策、特産品開発、道の駅の運営など

農業・農村における環境の厳しさを克服する道は本町と共通しており、行政と住民

との更なる連携が求められる。 

また日南町も新しく、移住・定住対策を地方創生の総合戦略プランと一体にすす

めるためにパンフレットを作成することになっているが、今年度から始まった保育

料の完全無償化などの子育て支援策を分かりやすく作成して積極的に町内外にアピ

ールすることが急がれる。 

以上 



議案第 91号 

 

 

財産の取得について（グラップル・ウインチ付バックフォー購入） 

 

 

次のとおり、財産を取得することについて、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 96条第

1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

平成 28年 9月 30日提出 

 

 

日南町長  増 原  聡 

 

 

 

 

1. 財産の内容   物品（グラップル・ウインチ付バックフォー 林業仕様（バケット容量 

0.28立米クラス） 1台） 

 

2. 相手方     鳥取県日野郡日南町霞 17-1 

有限会社 福田建機 日南営業所 

所長 角田 清 

 

3. 契約金額      10,692,000円（消費税込） 

 

4. 契約締結の方法   指名競争入札 
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議案第 92号 

 

 

財産の取得について（中型路線バス購入） 

 

 

次のとおり、財産を取得することについて、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 96条第

1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

平成 28年 9月 30日提出 

 

 

日南町長  増 原  聡 

 

 

 

 

1. 財産の内容   物品（中型路線バス 1台） 

 

2. 相手方     鳥取県米子市東福原 1丁目 5番 16号 

鳥取西部農業協同組合 

代表理事組合長 谷本 晴美 

 

3. 契約金額      18,543,600円（消費税込） 

 

4. 契約締結の方法   指名競争入札 



 

議案第９２号資料 



議案第9」号

ᖹ成「8ᖺ度日南町一般会計補正予算㸦第4号㸧

ᖹ成「8ᖺ度日南町ࡢ一般会計補正予算㸦第4号㸧ࠊࡣ次に定めࡿとࢁࡇによࠋࡿ

㸦歳入歳出予算ࡢ補正㸧
第㸯条 歳入歳出予算ࡢ総額に歳入歳出50,1ࢀࡒࢀࡑ「」千円を追加しࠊ歳入歳出予算ࡢ総額を歳入歳出495,「「6,6ࢀࡒࢀࡑ千円とすࠋࡿ

㸰 歳入歳出予算ࡢ補正ࡢ款項ࡢ区分及び当該区分ࡈとࡢ金額並びに補正後ࡢ歳入歳出予算ࡢ金額ࠕࠊࡣ第㸯表 歳入歳出予算補正ࠖ
によࠋࡿ

㸦地方債ࡢ補正㸧
第㸰条 地方債ࡢ変更ࠕࠊࡣ第㸰表 地方債補正ࠖによࠋࡿ

ᖹ成「8ᖺ9月」0日提出

鳥取県 日南町長 増 原 聡



歳　入 㸦単位：千෇㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

18 繰越金 83,372 48,923 132,295

1 繰越金 83,372 48,923 132,295

20 町債 916,051 1,200 917,251

1 町債 916,051 1,200 917,251

歳               入               合               計 6,583,372 50,123 6,633,495

1  (一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 㸯 表      歳  入  歳  出　予  算  補  正



歳　出 㸦単位：千෇㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

1 議会費 72,399 123 72,522

1 議会費 72,399 123 72,522

4 衛生費 1,195,905 49,200 1,245,105

1 保健衛生費 334,580 49,200 383,780

9 消防費 146,112 800 146,912

1 消防費 146,112 800 146,912

歳               出               合               計 6,583,372 50,123 6,633,495

2  (一般会計)



㸦一般会計㸧ࠉ3 

㸦変更㸧 㸦単位ࠉ千෇㸧

限度額 起債ࡢ方法 利ࠉࠉࠉࠉ率 償 還 ࡢ 方 法 限度額 起債ࡢ方法 利ࠉࠉࠉ率 償還ࡢ方法

過疎地域自立促進特別事業 167,800
証 書 借 入
又ࡣ証券発行

ࡔࡓ10％以ෆ㸦ࠉ
方式ࡋ利率見直ࠊࡋ
࡛借ࡾ入ࡿࢀ資金に
ࡋ見直ࡢい࡚利率ࡘ
を行ࡓࡗ後におい࡚
ࡢ後ࡋ当該見直ࠊࡣ
利率㸧

  政府そࡢ他ࡢ資金ࡢ
借入ࢀにࡘい࡚ࠊࡣそ
ࠋࡿ融資条件によࡢ
ࡌ書当初に同ࡋࡔࡓ  

169,000 同上 同上 同上

第２表ࠉ地 方 債 補 正

起 債 ࡢ 目 的
補ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ正ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ前 補ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ正ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ後



ᖹ成28ᖺ度日南町一般会計補正予算㸦第4号㸧に関する説明書



㸯　総　括
㸦歳　入㸧 㸦単位：千෇㸧

款 補正前の額 補正額 計

18 繰越金 83,372 48,923 132,295

20 町債 916,051 1,200 917,251

　　　　 歳          入          合          計 6,583,372 50,123 6,633,495

1  (一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書



㸦歳　出㸧 㸦単位：千෇㸧

補　正　額　の　㈈　源　ෆ　訳

款 補正前の額 補正額 計 特　　　　定　　　　㈈　　　　源

国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

1 議会費 72,399 123 72,522 123

4 衛生費 1,195,905 49,200 1,245,105 1,200 48,000

9 消防費 146,112 800 146,912 800

 歳     出     合     計 6,583,372 50,123 6,633,495 1,200 48,923

一 般 ㈈ 源

2  (一般会計)



㸰　歳　入

㸦款㸧 18  繰越金                                  㸦項㸧 1  繰越金 㸦単位：千෇㸧

節

区　　　　　分 金　　額

  1 繰越金 83,372 48,923 132,295   1 繰越金 48,923 前年度繰越金 48,923

　 　　計 83,372 48,923 132,295

㸦款㸧 20  町債                                    㸦項㸧 1  町債

 12 過疎債 776,600 1,200 777,800   1 過疎債 1,200 過疎地域自立促進特別事業債 1,200

　 　　計 916,051 1,200 917,251

3  (一般会計)

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



㸱　歳　出

㸦款㸧 1  議会費                                   㸦項㸧 1  議会費 㸦単位：千෇㸧

補 正 額 の ㈈ 源 ෆ 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　㈈　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　額

  1 議会費 72,399 123 72,522 123  12 役務費 123 議会活動 123  

　計 72,399 123 72,522 123

㸦款㸧 4  衛生費                                   㸦項㸧 1  保健衛生費

  4 環境衛生費 243,214 49,200 292,414 1,200 48,000  15 工事請㈇費 48,000 環境保全対策事業 1,200  

 19 ㈇担金補助及 1,200 新エネルギー推進事業 48,000  

び交付金

　計 334,580 49,200 383,780 1,200 48,000

㸦款㸧 9  消防費                                   㸦項㸧 1  消防費

  1 非常備消防 17,302 100 17,402 100  20 扶助費 100 非常備消防管理運営事務 100  

費

  4 災害対策費 14,858 700 15,558 700  19 ㈇担金補助及 700 単独災害緊急対策事業 700  

び交付金

　計 146,112 800 146,912 800

節

一般㈈源

4  (一般会計)



 5 㸦一般会計㸧

㸦一般会計㸧 千円㸧ࠉ単位)ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ

当 該 年 度 中
起債見込額ࠊ補正額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

ࠝ1,200ࠞ ࠝ1,200ࠞ
㸯．普ࠉ通ࠉ債 5,143,838 5,936,684 911,051 574,745 6,272,990

ձ 土 木 197,019 155,620 0 42,736 112,884

ղ 衛 生 43,430 41,856 0 5,774 36,082

ճ 農 林 水 産 189,735 104,925 0 59,735 45,190

մ 公 有 林 27,768 23,231 0 4,612 18,619

յ 防 災 31,900 92,988 0 6,367 86,621

ն 学 校 70,181 59,579 0 10,863 48,716

շ 過 疎 2,961,702 3,685,994 608,800 284,633 4,010,161
ࠝ1,200ࠞ ࠝ1,200ࠞ

ո 過 疎 地 域 自 立 促 進 108,664 393,319 167,800 23,562 537,557

չ 臨 時 財 政 特 例 債 7,152 4,871 0 2,382 2,489

պ 地域総合整備事業債 12,500 6,250 0 6,250 0

ջ 減税補填・臨時税収 1,485,387 1,362,451 134,451 125,031 1,371,871
補填・臨時財政対策債

ռ 総 務 8,400 5,600 0 2,800 2,800

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込に関する調書㸦補正㸧

区ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ分 前 々 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額
当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

 



㸦一般会計㸧 千円㸧ࠉ単位)ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ

当 該 年 度 中
起債見込額ࠊ補正額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

区ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ分 前 々 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額
当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

㸰．災ࠉ害ࠉ復ࠉ旧ࠉ債 112,074 95,313 5,000 16,713 83,600

ձ 土 木 112,074 95,313 5,000 16,713 83,600

ղ 農 林 水 産 0 0 0 0 0

ճࠉそ の 他 0 0 0 0 0

1,200 1,200

916,051 591,458 6,356,590

5,255,912 6,031,997 917,251 591,458 6,357,790

補ࠉࠉࠉ正ࠉࠉࠉ額

補ࠉ正ࠉ前ࠉのࠉ額

合ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ計

 6 㸦一般会計㸧
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９月　日南町議会定例会࠰成28࠯

追加補正予算説明附属資料

一 般 会 計

総 務 課

住 民 課



ᖹ成 28 ᖺ度ࠉ一般会計補正予算。第4号)説明資料

費ࠉ防ࠉ消ࠉ款ࠉ09

総ࠉ務ࠉ課

。༢位:千෇)

国県支出金 地方債 その他 一般㈈源

補正前の額 400 0 0 0 400

補ࠉ正ࠉ額 700 0 0 0 700

補正後の額 1,100 0 0 0 1,100

○ 事業説明

費用の補助㸦３件分㸧ࡿ大雨࡛の災害復旧に要すࡿࡼの台風16号及び秋雨前線にࡽ࠿9月18日 ࠉ

࣭居住地裏への土砂流出

࣭農用地法面一部崩壊

࣭農用地への土砂流入

○ 執行経費

補助金㸦災害復旧㸧 700 千෇

費ࠉ生ࠉ衛ࠉ款ࠉ04

保健衛生費ࠉ項ࠉ01 住ࠉ民ࠉ課

環境衛生費ࠉ目ࠉ04 。༢位:千෇)

国県支出金 地方債 その他 一般㈈源

補正前の額 12,007 0 3,000 1,500 7,507

補ࠉ正ࠉ額 1,200 0 1,200 0 0

補正後の額 13,207 0 4,200 1,500 7,507

○ 事業説明

○ 執行経費

㈇担金補助及び交付金 1,200 千෇

老朽危険家屋等解体撤去補助金ࠉ

㸦上限30万෇×4件分㸧ࠉ

○ ㈈ࠉࠉ源

町債㸦過疎債ソフト事業㸧 1,200 千෇

備ࠉ考

01 項ࠉ消ࠉ防ࠉ費

04 目ࠉ災害対策費

事ࠉࠉࠉ業ࠉࠉࠉ名 区ࠉ分 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

1045 ༢独災害緊急対策事業

事ࠉࠉࠉ業ࠉࠉࠉ名 区ࠉ分 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

環境保全対策事業ࠉ1393

日༡町老朽危険家屋等解体撤去補助金制度の申請件数ࡀ多いこࠊࡽ࠿࡜予算の増額補正を行い
生活環境の保全を目指すࠋ

－2－



ᖹ成 28 ᖺ度ࠉ一般会計補正予算。第4号)説明資料

費ࠉ生ࠉ衛ࠉ款ࠉ04

保健衛生費ࠉ項ࠉ01 住ࠉ民ࠉ課

環境衛生費ࠉ目ࠉ04 。༢位:千෇)

国県支出金 地方債 その他 一般㈈源

補正前の額 29,657 1,580 0 19,061 9,016

補ࠉ正ࠉ額 48,000 0 0 0 48,000

補正後の額 77,657 1,580 0 19,061 57,016

○ 事業説明

○ 執行経費

工事請㈇費㸦建設改良㸧 48,000 千෇

新石見ᑠ水力発電所復旧工事ࠉ

備ࠉ考

新エネルギ࣮推進事ࠉ1409
業

新石見ᑠ水力発電所につい࡚ࠊᑟ水路等の復旧工事や管理体制の見直しに取ࡾ組むものࠋ
地域の安全安心を第一に確保した上࡛発電事業の早期再開を目指すࠋ

事ࠉࠉࠉ業ࠉࠉࠉ名 区ࠉ分 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

－3－
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決算審査特別委員会 審査報告書 

 

本委員会に付託となった次の案件は、審査の結果次のとおり決定したので、日南

町議会会議規則第７７条の規定により報告する。 

 

平成２８年９月３０日 

 

日南町議会決算審査特別委員会 

委員長 山本 芳昭 

 

日南町議会議長 村上 正広 様 

 

記 

 

（付託案件） 

議案第７８号 平成２７年度日南町一般会計決算認定について 

議案第７９号 平成２７年度日南町国民健康保険特別会計決算認定について 

議案第８０号 平成２７年度日南町簡易水道事業特別会計決算認定について 

議案第８１号 平成２７年度日南町農業集落排水事業特別会計決算認定について 

議案第８２号 平成２７年度日南町介護保険特別会計決算認定について 

議案第８３号 平成２７年度日南町介護サービス事業特別会計決算認定について 

議案第８４号 平成２７年度日南町後期高齢者医療特別会計決算認定について 

議案第８５号 平成２７年度日南町再生可能エネルギー発電事業特別会計決算認定

について 

議案第８６号 平成２７年度日南町病院事業会計決算認定について 

 

【審査の経過及び結果】 

本委員会は、平成２８年９月９日、１２日、１３日、１４日、１５日、２１日に

委員会を開催し、付託された各議案の会計決算について慎重に審査を行った。 

その結果、平成２７年度各会計決算は、議案第７８号、７９号、８２号、８３号、

８４号は賛成多数で、議案第８０号、８１号、８５号、８６号は全員一致で、次に

述べる審査意見を付して認定すべきと決定した。 

 

【審査意見】 

（全般） 

１．未収金について 

一般会計、特別会計の一部、日南病院事業会計において前年度に比べ未収金が増

加している。職員研修は実施されているが、「町税等未収金取り組み会議」は年１
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回しか開催されておらず積極的な取り組みとなっていない。未収金が増加すれば適

切に納付している町民に対して公平性を欠く事はもちろん納税意欲にも悪影響を及

ぼす事が懸念される。「町税等未収金取り組み会議」において対策を検討・実行

し、未収金減少の実績を求めたい。 

 

２．主要施策の成果及び財産に関する調書について 

監査意見において PDCA サイクルの重要性が指摘されているが、現在の調書では

Do（実行）と Check（検証・評価）が一つになり事業実施状況の記載となってい

る。成果指標の達成度を例えば ABC で表すなど評価欄を設けることによって、

Check（検証・評価）を明確化でき、次年度以降の事業計画を Action（改善）する

ことが容易となる。PDCA サイクルを確立し、有効な予算執行を行うためにも調書

の改善を求めたい。 

 

（企画課） 

３．観光振興対策事業について 

地域づくりアドバイザーから新しい企画の提案がされておらず、またその活動に

地域的な偏りがみられる。総てのまちづくり協議会に積極的に出向いて活動をされ

たい。 

また地域づくりアドバイザーの業務が観光に重点を置くもので良いのか、この制

度を続けるかどうかも含め再検討すべきである。 

 

４．企画一般管理事務 鳥取大学との連携事業について 

鳥取大学との連携が１０周年を迎えたが、単なる学生のフィールドワークの場所

提供ではなく、日南町として希望する調査研究テーマについて、一年限りでなく継

続した取り組みを求めたい。大学との日程調整等が主な業務である職員派遣は必要

ない。 

 

（住民課） 

５．環境保全対策事業について 

環境審議会は環境施策を調査審議する重要な機関であるが、年１回しか開催され

ていない。環境基本計画及び環境実行計画の着実な推進のために審議の充実を求め

る。 

環境立町推進協議会へ支出されている補助金の使途は、協議会本来の活動趣旨と

は言えない。環境学習と実践を広く町民に啓発していくために、きめ細やかで地道

な活動が求められる。活動内容の見直しと住民主体の組織へ改革すべきである。 

「まめな水」を平成２３年度から年間３０００本製品化し、平成２７年度までの

販売分が約５５００本、視察等利用分が７１００本となっているが、中途半端な活

用状況となっている。今後の事業展開について廃止を含め見直すべきである。 
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（農林課） 

６．林業一般管理事務 日南町山村情報事業業務委託料について 

NPO 法人フォレストアカデミージャパンへ山村情報事業業務が委託されている

が、山林情報収集は電話調査１０件、訪問調査７件のみである。これでは十分な調

査とは言えない。また林業・地域情報の発信のため「日南の森だより」を毎月発行

しているが年間発送部数は約３００部程度である。事業目的を達成するため委託を

見直すべきである。 

 



陳 情 審 査 報 告 書 

 

 先に、本委員会に付託された平成２８年陳情第５号「保育士の処遇改善

並びに職員配置基準の引き上げの緊急対応と財源確保を求める陳情書」に

つき、審査の結果を報告する。 

 

 

 平成２８年９月３０日 

 

                        日南町議会   経済福祉常任委員会  

委員長   久  代  安  敏 

 

日南町議会議長    村  上  正  広 様 

 

 

審査の経過及び結果 

 

本委員会は、平成２８年９月１２日に委員会を開催し、慎重審議した結果、

次の理由により 全員一致 をもって 趣旨採択 と決定した。  

 

理  由 

 全国的な待機児童の問題や保育士の処遇改善の要望は理解できるが、本

町の保育行政には馴染まない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



発議第８号 

 

参議院選挙の合区の見直しに関する決議 

 

標記の決議案を別紙のとおり、地方自治法第１０９条第６項及び日南町議会

会議規則第１４条第３項の規定により提出し、議会の議決を求める。 

 

平成２８年９月３０日 

 

提出者 日南町議会 議会運営委員会 

    委員長 古 都 勝 人 

  



参議院選挙の合区の見直しに関する決議（案） 

 

参議院の選挙制度は、いく度かの制度改正を経て、現在の選挙区選挙と比例

代表選挙による選挙が行われているが、地域代表としての各都道府県単位の選

挙区という制度は堅持されてきていた。 

今般、憲政史上初めて都道府県を越えた合区による選挙が実施されたところ

であるが、意思形成を図る上で都道府県が果たしてきた役割を考えたとき、都

道府県ごとに集約された意思が参議院を通じて国政に届けられなくなるのは非

常に問題であるとともに、地方創生に逆行しているとの批判もあるところであ

る。 

我が「鳥取県及び島根県選挙区」においては、過去最低の投票率となり、ま

た、自県を代表する議員が出せなかったことなど、合区を起因とした弊害も顕

在化したところである。 

国においては、昨年の改正公職選挙法附則第 7 条において、「平成 31 年に行

われる参議院議員の通常選挙に向けて、参議院の在り方を踏まえて、選挙区間

における議員 1 人当たりの人口の較差の是正等を考慮しつつ選挙制度の抜本的

な見直しについて引き続き検討を行い、必ず結論を得るものとする。」とされて

いる。 

日南町議会は、この参議院選挙制度の抜本的見直しにあたっては、国と地方

が一層連携を強め、地方創生を推進していくためにも、単に人口の多寡にかか

わらず、地方の意見を十分国政に反映できる地方創生にふさわしい仕組みを構

築すべきであり、合区を見直して都道府県単位による代表が国政に参加するこ

とが可能な選挙制度とされるよう、強く要請する。 

 以上、決議する。 

 

  平成２８年９月３０日 

 

                   鳥取県日野郡日南町議会 

      

 



氏名

1

衆議院議長 大　島　理　森 〒100-0014 千代田区永田町1-7-1 衆議院

参議院議長 伊　達　忠　一 〒100-0014 千代田区永田町1-7-1 参議院

総務大臣 高　市　早　苗 〒100-8926
千代田区霞が関2-1-2
中央合同庁舎第２号館

総務省

2

自由民主党総裁 安　倍　晋　三

自由民主党政務調査会長 茂　木　敏　充

自由民主党参議院議員会長 橋　本　聖　子

3

公明党代表 山　口　那津男

公明党政務調査会長 石　田　祝　稔

公明党参議院議員会長 魚　住　裕一郎

4

民進党代表 蓮舫

民進党政務調査会長 山　尾　志桜里

民進党参議院議員会長 小　川　敏　夫

5

日本共産党委員長 志　位　和　夫

日本共産党政策委員会責任者代行 小　池　　　晃
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議 員 派 遣 の 件 

 

平成２８年９月３０日 

 

 本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び日南町議会会議規則第１２７条の規

定により、次のとおり議員を派遣するものとする。 

 

記 

 

１．市町村議会議員特別セミナー 

（１） 目  的  議員の能力向上・議会の活性化 

（２） 派遣場所  滋賀県大津市 

（３） 期  日  １０月６日～１０月７日（２日間） 

（４） 派遣議員  大西保議員、近藤仁志議員 

 

２．議会報告会・意見交換会 

（１） 目  的  議会の活性化 

（２） 派遣場所  町内（７会場） 

（３） 期  日  １０月２５日、２６日、２８日、３１日 

（４） 派遣議員  議員全員 

 

３．町村監査委員全国研修会 

（１） 目  的  議員の能力向上・議会の活性化 

（２） 派遣場所  東京都 

（３） 期  日  １１月１日～１１月２日（２日間） 

（４） 派遣議員  近藤仁志議員 

 

４．中国横断自動車道岡山米子線（蒜山IC～米子IC間）４車線化促進期成同盟会総決

起大会 

（１） 目  的  期成目的の早期実現 

（２） 派遣場所  東京都 

（３） 期  日  １１月１４日～１１月１５日（２日間） 

（４） 派遣議員  福田稔副議長（議長代理出席） 

 

５．鳥取県町村監査委員研修会 

（１） 目  的  議員の能力向上・議会の活性化 

（２） 派遣場所  湯梨浜町 

（３） 期  日  １１月２２日 

（４） 派遣議員  近藤仁志議員 
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６．鳥取県町村議会議員研修会 

（１） 目  的  議員の能力向上・議会の活性化 

（２） 派遣場所  北栄町 

（３） 期  日  １１月２５日 

（４） 派遣議員  議員全員 



 

 

委員会の閉会中の継続調査について 

 

 

各委員会から所掌事務について、閉会中に継続調査を要するものと決定され、日南

町議会会議規則第７５条の規定により下記のとおり申し出があったので報告する。 

 

 

平成２８年９月３０日 

 

日南町議会議長 

     村 上 正 広 

 

記 

 

委 員 会 事 件 期 限 

議会運営委員会 
本会議の会期日程等議会の運

営に関する事項 

次期定例会が招集

されるまでの間 

総務教育常任委員会 

総務課、企画課、住民課、教育

委員会に属する事項及び他の

常任委員会に属しない事項の

調査 

〃 

経済福祉常任委員会 

農林課、農業委員会、建設課、

福祉保健課、保育園及び日南

病院に属する事項の調査 

〃 

議会広報調査特別委員会 
議会広報に関する記事等の調

査 
〃 

議会基本問題調査特別委員会 議会基本問題に関する調査 〃 

中心地域整備に関する調査特

別委員会 
中心地域整備に関する調査 〃 

 


